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新しくなる学校教育と法教育

司法書士法教育ネットワーク
事務局長 小 牧 美 江

昭和57～58年頃から 市民法律教室活動

平成10～11年（1998～1999年）以降

主として高校での法律教室活動が活発化

司法書士の「法教育」活動

背景 平成 ９年 国民生活センター相談件数40万件超

平成10年 自己破産申立10万件超 自死者3万人超

平成15年（2003年）以降

「法教育」の考え方を取り入れ、発展

こんな被害に遭わないでほしい （法律の知識）

相談する専門家・司法制度を知ってほしい

おかしいことは

社会に問いかける人になってほしい

司法書士が伝えようとしてきたこと

社会に問いかける人になってほしい

＊法律教室活動の中心テーマ

契約法の基礎 悪質商法 多重債務問題
最近は
多重債務問題の背景等に視点をおく授業
(貧困問題、労働問題、ＤＶ問題、etc)や
支援学校、児童養護施設などでの授業も

ところが・・・課題も発生 ？

経験の蓄積、共有が不十分？

組織化ゆえの機動力不足？

地域間の格差・温度差？

実務最前線の課題を活かしているか？実務最前線の課題を活かしているか？

教育の現場と連携しているか？

それならば！

誰でも参加できるネットワークを！

司法書士法教育ネットワーク
http://laweducation.sakura.ne.jp/ 

2007年4月8日発足
「ゆるやかに、気長に、そして楽しく！」

【これまでの主な活動】
•ホームページでの情報発信
•総会記念研究会の開催
•会報「あゆみ」の発行
•メールニュース
•賛助団体向けニュースレター
•アイディアメーリングリスト
•教材ＣＤの会員限定有償配布
•消費者教育ガイドブックの発行
•地域巡回交流会の開催
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学習指導要領の改訂

新しくなる学校教育

文部科学省が告示する

教科・科目、教科外活動の目標や内容の基準

＊文部科学省による公式解説＝学習指導要領解説

「学習指導要領」とは 教 科 書 が 変 わ る

学習内容が変わる

小 学 校＝平成23年度（2011年度）から全面実施

中 学 校＝平成24年度（2012年度）から全面実施

高等学校＝平成25年度（2013年度）から年次進行で実施

（詳細情報は、下記文部科学省HP）

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/index.htm

消費者に関する学習の充実

家庭科 社会科・公民科

法教育の内容の導入

学習指導要領 ･･･改訂の注目点

法教育 内容 導入

社会科・公民科 家庭科も関連

知識･技能の習得と

思考力･判断力･表現力等の育成のバランス

各教科で「言語活動」の充実

法教育 とは ？

法律専門家を養成する法学教育とは別に、
一般の市民、児童・生徒にとって必要な、
基礎的な「法的リテラシー」を養成する教育

「法的リテラシー」とは

「法教育」 ･･･どんな教育？

＝法、法形成過程、司法制度に関する
基礎的知識・技能などの資質を身につけ、
これを主体的に活用していく能力

法務省 法教育研究会報告書 (2004年) の見解

＝法や司法制度、これらの基礎になっている価値を理解し、

法的なものの考え方を身に付ける（ための教育）

「法教育」で養成したい力とは

法的な疑問･被害を感じたときに動ける力

基礎・基本、判断材料となる法律の知識
情報の収集・活用能力、社会問題を読み解く力
法的思考 判断の基準となる法的原理 価値の理解法的思考･判断の基準となる法的原理･価値の理解

相談機関・専門家・司法制度に
アクセスする力の育成

消費者・権利者としての主体的な行動
司法判断を求める行動、立法・法改正への行動
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原 則 は ど う だ っ た か な ？

こ ん な 法 律 が あ る は ず ・ あ る か も ？
〔 調べてみよう ・ 相談してみよう 〕

法的な疑問､被害を感じたとき、
このように考え、行動する力が必要ではないか？

Atta
あったあった あいまい ない

要求する

是正する

法律を使う

交渉する

裁判所の判断

残念！

でも・・？？

必要ならば
法律を変える？

必要ならば
法律を作る？

〔 調べてみよう 相談してみよう 〕

（例）「契約」の授業の場合
「対等な当事者同士が締結する」ことが前提

【ポイント１】自分でじっくり考えて、選んで、
お互いに 対等な立場で 決めた約束だから、
原則として、お互いに守らなければならない。

【ポイント２】他人から強制されたり、相手や商品
を選べなかったり、情報が不正確だったり、自分で
ゆっくり 自由に考えて 対等な立場で 決められ
なかった場合は？

無効、取消、解除 など
民法の規定、消費者契約法など特別法の規定

法教育としての

消費者教育

購入者としてのバイマンシップ を養成する教育

消費者が商品・サービスの購入などを通して

消費生活の目標・目的を達成するために必要な知識や態度

＋

「消費者教育」･･･どんな教育？

“かしこい”消費者
＋

市民・主権者としてのシティズンシップ を養成する教育

消費者の権利と役割を自覚しながら、

個人として、また社会の構成員として自己実現していく能力

かしこい 消費者

社会にはたらきかける消費者 ＝ 消費者市民社会の構成員

法教育としての消費者教育

契約などの消費者問題に関連する
「法についての学習」
「司法制度についての学習」
「法形成過程についての学習」を通じて
消費者として

消費者が批判的精神をもち、主張、行動し、
消費を通じて積極的に社会参加する市民が構成する
「消費者市民社会」を展望する教育と合致

消費者として
「法的な疑問・被害を感じたときに動ける力」

を養成する教育

消費者の権利と責任
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法教育をどのように

実践していくか実践していくか

「法教育」の授業を考える

技術･家庭科 家庭科 情報科
例）契約（私法の原則）、消費者問題、家族の法、

虐待、高齢者、成年後見、情報、知的財産、etc．

社会科 公民科（現代社会 政治 経済）社会科 公民科（現代社会、政治・経済）
例）現代社会の見方･考え方、きまりの意義、

基本的人権、司法制度、契約（私法の原則）、
労働法、社会保障、資源、環境、国際法、etc．

特別活動（学級会・生徒会活動、部活など）
例）校則などのルールづくり、etc．

「法教育」の授業を考える

・日常生活の中で、身近に法律問題があること。

・自分たちが、（契約の） 主体 であること。

→ 自分の問題だと実感してもらう。

→ 原則を学び、
そこから問題を考えさせる。

→ 自分にできることを見つけさせる。
例）調べる・相談する・意見をまとめる・行動する

｢法教育｣における
法律実務家の役割は？

紛争予防の取組みを伝える

紛争当事者の実情・行動を伝える

法律・解釈が変わった実例を伝える法律 解釈が変わ た実例を伝える
例）学納金返還問題 敷金返還問題 貸金業法改正

｢相談｣という行動のもつ意味を伝える

教員との連携による授業･教材づくり

教員の法教育研修への協力･支援


